
 

（案） 

 

岩手海区漁業調整委員会指示第 号 

漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、ひらめの採捕等に

ついて、次のとおり制限する。 

令和８年 月 日 

                          岩手海区漁業調整委員会   

会長 亘 理 榮 好 

１ 制限の期間 令和８年10月１日から令和９年９月30日まで 

２ 制限の内容 

(１) 岩手県海面において、全長30センチメートル未満のひらめは、採捕してはなら

ない。ただし、試験研究機関等が試験研究又は教育実習のため採捕する場合は、こ

の限りでない。 

(２) 漁業を営む者、漁業を営む者のために水産動物の採捕に従事する者又はこれらの者

以外の者であって水産動物の採捕を行う者（以下「漁業者等」という。）は、(１)の

規定に違反して採捕されたひらめ又はその製品を所持し、又は販売してはならない。 

(３) 漁業者等が試験研究機関の標識が付いたひらめ（全長30センチメートル未満のも

のに限る。）を採捕し当該試験研究機関に提供するためこれを所持する場合は、(１)

本文及び(２)の規定は適用しない。 
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ひらめの採捕制限に関する委員会指示の新旧対照表 
 

旧 
（令和７年度委員会指示） 

新 
（令和８年度委員会指示（案）） 

岩手海区漁業調整委員会指示第３号 

漁業法（昭和24年法律第267号）第120条

第１項の規定に基づき、ひらめの採捕等につい

て、次のとおり制限する。 

令和７年９月２日 

岩手海区漁業調整委員会 

会長 亘 理 榮 好  

１ 制限の期間 令和７年10月１日から令和

８年９月30日まで 

２ 制限の内容 

(１) 岩手県海面において、全長30センチメ

ートル未満のひらめは、採捕してはならな

い。ただし、試験研究機関等が試験研究又

は教育実習のため採捕する場合は、この限

りでない。 

(２) 漁業を営む者、漁業を営む者のために

水産動物の採捕に従事する者又はこれらの

者以外の者であって水産動物の採捕を行う

者（以下「漁業者等」という。）は、(１)

の規定に違反して採捕されたひらめ又はそ

の製品を所持し、又は販売してはならな

い。 

(３) 漁業者等が試験研究機関の標識が付い

たひらめ（全長30センチメートル未満のも

のに限る。）を採捕し当該試験研究機関に

提供するためこれを所持する場合は、(１)

本文及び(２)の規定は適用しない。 

 

岩手海区漁業調整委員会指示第 号 

漁業法（昭和24年法律第267号）第120条

第１項の規定に基づき、ひらめの採捕等につい

て、次のとおり制限する。 

令和８年 月 日 

岩手海区漁業調整委員会 

会長 亘 理 榮 好  

１ 制限の期間 令和８年10月１日から令和

９年９月30日まで 

２ 制限の内容 

(１)～(３) ［略］ 
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ひらめの採捕制限に関する委員会指示の変遷 
 

期  間 委員会指示による制限の内容 備  考 

平成19年度 

（１）岩手県海面において、全長30セ

ンチメートル未満のひらめは、採捕

してはならない。ただし、試験研究

機関等が試験研究又は教育実習のた

め採捕する場合は、この限りでな

い。 

（２）漁業を営む者又は水産動植物の

販売若しくは加工を業とする者は、

（１）の規定に違反して採捕された

ひらめ又はその製品を所持し、販売

し、又は加工してはならない。 

 
卛 

平成25年度 

平成26年度 

（１）［略］ 

（２）漁業を営む者、漁業を営む者の

ために水産動物の採捕に従事する者

又はこれらの者以外の者であって水

産動物の採捕を行う者は、（１）の

規定に違反して採捕されたひらめ又

はその製品を所持し、又は販売して

はならない。 

全長30㎝未満のひらめの採捕禁止は

一般に定着しつつあり、今後、岩手県

漁業調整規則による規制への移行も想

定されることから、委員会指示の内容

を当該規則における水産動物の採捕等

に関する規制の方式（第１項(1)で採捕

の禁止、第２項(2)で所持・販売の禁

止）と合わせるように見直す。なお、

所持・販売の禁止の対象者は、漁業

者、漁業従事者及び遊漁者とする。 

平成27年度 

（１）［略］ 

（２）漁業を営む者、漁業を営む者の

ために水産動物の採捕に従事する者

又はこれらの者以外の者であって水

産動物の採捕を行う者（以下「漁業

者等」という。）は、（１）の規定

に違反して採捕されたひらめ又はそ

の製品を所持し、又は販売してはな

らない。 

（３）漁業者等が試験研究機関の標識

が付いたひらめ（全長30センチメー

トル未満のものに限る。）を採捕し

当該試験研究機関に提供するためこ

れを所持する場合は、（１）本文及

び（２）の規定は適用しない。 

岩手県水産技術センター等の試験研

究機関が実施するひらめの標識放流調

査が円滑に行われるよう、当該調査の

ため標識放流され、その後漁業者等に

よって採捕された全長30㎝未満のひら

めを当該漁業者等が当該試験研究機関

に対して提供するためこれを所持する

場合は、(1)本文及び(2)の指示は適用

しないこととする。 

卛 
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令和７年度 岩手県沖における漁業資源の生態と資源特性（抜粋） 
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県内魚市場におけるひらめの水揚状況 

１ 漁業種類別水揚量及び水揚金額 

 資料：岩手県水産技術センター水産情報配信システム調べ 

２ 魚市場別水揚量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岩手県水産技術センター水産情報配信システム調べ 
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【参考】 

岩手県のひらめ資源管理体制の推移 

 

 

魚種 計画 策定 
主体 

策定 
年月 

内容 

ヒラメ 資源管理推進指針 県 H 6.3 ① 全長制限:30cm未満の小型魚の再放流 

資源管理計画 県漁連 H 8.6 ① 全長制限:30cm未満のヒラメの再放流 

② 網目制限:４寸目未満使用禁止(6～10

月)（いかり止め底刺網漁業） 

③ 禁止区域の設定:増殖場、放流区域 

資源回復計画 県 H18.2 ① 全長制限:30cm未満のヒラメの再放流 

② 網目制限:４寸目未満禁止（6～10

月）（いかり止め底刺網漁業） 

③ 種苗放流、漁場環境保全 

漁獲努力量削減計画 県漁連 H18.8 資源回復計画の①,②の内容 

資源管理指針 県 H23.3 ① 平成 18 年に策定したヒラメ資源回復

計画に基づいて平成19年９月7日岩手海

区漁業調整委員会指示第３号を発動し、

全長 30ｃｍ未満のヒラメ採捕の禁止を徹

底（その後、現在まで同様の委員会指示

が毎年発動されている） 

② 栽培漁業と現行の全長制限の継続に

よって、現状の資源状況を維持すること

を目標とする。 

資源管理方針 

（ひらめ太平洋北部

系群の箇所を抜粋） 

県 R2.12 ① 国が行う資源評価において判断され

る親魚資源量を、提案された目標管理基

準値案に維持する。なお、この資源管理

の方向性は、国が行う資源評価を踏ま

え、資源管理基本方針の別紙に資源管理

の目標が定められるまでの間に用いるこ

ととする。 

② 岩手海区漁業調整委員会指示による

公的規制を遵守するとともに、当該資源

の採捕をする者による法第 124 条第１項

の協定の締結を促進し、認定した協定を

公表するとともに、当該協定に参加して

いる者自らによる当該協定の実施状況の

定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。 
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 漁業法 【抜粋】 
 

（海区漁業調整委員会又は連合海区漁業調整委員会の指示） 

第120条 海区漁業調整委員会又は連合海区漁業調整委員会は、水産動植物の繁殖保護を図

り、漁業権（第 60 条第１項に規定する漁業権をいう。以下同じ。）又は入漁権（同条第

７項に規定する入漁権をいう。次条第１項において同じ。）の行使を適切にし、漁場の

使用に関する紛争の防止又は解決を図り、その他漁業調整のために必要があると認める

ときは、関係者に対し、水産動植物の採捕に関する制限又は禁止、漁業者の数に関する

制限、漁場の使用に関する制限その他必要な指示をすることができる。 

２ 前項の規定による海区漁業調整委員会の指示が同項の規定による連合海区漁業調整委員

会の指示に抵触するときは、当該海区漁業調整委員会の指示は、抵触する範囲において

その効力を有しない。 

３ 都道府県知事は、海区漁業調整委員会又は連合海区漁業調整委員会に対し、第１項の指

示について必要な指示をすることができる。この場合には、都道府県知事は、あらかじ

め、農林水産大臣に当該指示の内容を通知するものとする。 

４ 第１項の場合において、都道府県知事は、その指示が妥当でないと認めるときは、その

全部又は一部を取り消すことができる。 

５ 第１項の規定による指示については、第 86 条第３項の規定を準用する。この場合にお

いて、同項中「都道府県知事」とあるのは、「海区漁業調整委員会又は連合海区漁業調

整委員会」と読み替えるものとする。 

６ 前項において準用する第 86 条第３項の規定による指示に従ってされた第１項の指示に

ついては、第４項の規定は適用しない。 

７ 農林水産大臣は、第５項において準用する第 86 条第３項の規定により指示をしようと

するときは、あらかじめ、関係都道府県知事に当該指示の内容を通知しなければならな

い。ただし、地方自治法（昭和22年法律第67号）第250条の６第１項の規定による通知

をした場合は、この限りでない。 

８ 第１項の指示を受けた者がこれに従わないときは、海区漁業調整委員会又は連合海区漁

業調整委員会は、都道府県知事に対して、その者に当該指示に従うべきことを命ずべき

旨を申請することができる。 

９ 都道府県知事は、前項の申請を受けたときは、その申請に係る者に対して、異議があれ

ば一定の期間内に申し出るべき旨を催告しなければならない。 

10 前項の期間は、15日を下ることができない。 

11 第９項の場合において、同項の期間内に異議の申出がないとき又は異議の申出に理由が

ないときは、都道府県知事は、第８項の申請に係る者に対し、第１項の指示に従うべき

ことを命ずることができる。 

12 都道府県知事が前項の規定による命令をしない場合には、第 86 条第３項の規定を準用

する。 

 

第 191 条 第 120 条第 11 項（第 121 条第４項において準用する場合を含む。）の規定に基

づく命令に違反した者は、１年以下の懲役若しくは 50 万円以下の罰金又は拘留若しくは

科料に処する。 
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